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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
累計期間

第62期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （百万円） 21,041 21,868 28,213

経常利益 （百万円） 4,237 4,238 5,493

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,943 2,956 3,731

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,551 2,547 4,251

純資産額 （百万円） 52,108 53,750 52,807

総資産額 （百万円） 60,542 61,144 61,821

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 138.51 139.13 175.59

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 86.06 87.89 85.41

 

回次
第62期

第３四半期連結
会計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 46.87 38.80

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第

１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に

係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっておりま

す。

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、合理化や省力化を目的とした設備投資需要が依然として底堅

く景気を支えていました。一方で、世界経済を見ると、米中の貿易摩擦や中国の設備投資需要の下振れにより、

工作機械や半導体装置の中国向け輸出の減少がありました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。
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ａ．財政状態

 当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて６億76百万円減少し611億44百万円と

なりました。

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて16億19百万円減少し73億94百万円とな

りました。

 当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて９億42百万円増加し537億50百万円

となりました。

 

ｂ．経営成績

 当第３四半期連結累計期間における売上高は218億68百万円となり、前第３四半期連結累計期間210億41百万円

と比較すると、3.9%の増収となりました。利益面では、営業利益は42億35百万円となり、同41億82百万円と比較

すると1.3%の増益、経常利益は42億38百万円となり、同42億37百万円と比較すると0.0%の増益、親会社株主に帰

属する四半期純利益は29億56百万円となり、同29億43百万円と比較すると0.4%の増益となりました。

 

事業のセグメント別の業績は、次のとおりです。

　迅速流体継手事業は、国内の需要が堅調だったため、売上高は96億74百万円（前第３四半期連結累計期間比

6.4%の増収）となりました。利益面では、売上の増加にともない、セグメント利益は26億81百万円（同8.7%の増

益）となりました。

 機械工具事業は、国内と東南アジアが堅調だったため、売上高は71億57百万円（同2.4%の増収）となりまし

た。利益面では、売上の増加にともない、セグメント利益は９億97百万円（同6.3%の増益）となりました。

 リニア駆動ポンプ事業は、国内での売上が減少し、売上高は32億71百万円（同0.6%の減収）となりました。利

益面では、製品構成の影響と経費の増加によって、セグメント利益は３億22百万円（同38.3%の減益）となりま

した。

 建築機器事業は、東南アジアの売上が好調だったため、売上高は17億64百万円（同5.8%の増収）となりまし

た。利益面では、原材料と経費の増加によって、セグメント利益は２億33百万円（同8.8%の減益）となりまし

た。

 

 海外売上高は、68億９百万円（前第3四半期連結累計期間比3.3%の増収）となり、海外売上高の連結売上高に

占める割合は31.1%となりました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（３）事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

当社グループの研究開発活動は、当社（日東工器株式会社）が行っております。

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、６億69百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究活動の状況に重要な変更はありません。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリ

スクに記載したように、取引先の信用リスク、為替変動リスク、素材の仕入価格の高騰リスク、海外製造拠点

の製造不能リスク、協力会社の確保リスク、災害リスク等があります。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社は無借金経営を続けており、当面は資金借入れの計画はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,958,200

計 51,958,200

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数(株)

（平成30年12月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成31年２月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,803,295 21,803,295
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 21,803,295 21,803,295 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数(千株)

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 21,803 － 1,850 － 1,925

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 555,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,237,200 212,372 －

単元未満株式 普通株式 10,495 － －

発行済株式総数  21,803,295 － －

総株主の議決権  － 212,372 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％）

日東工器株式会社
東京都大田区仲池上2-
9-4

555,600 － 555,600 2.55

計 － 555,600 － 555,600 2.55

　（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が132株（議決権の数１

個）があります。

なお、当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」と「単元未満株式」の株式数にそ

れぞれ100株と32株が含まれております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,904 24,563

受取手形及び売掛金 ※１ 7,310 ※１ 7,415

有価証券 4,699 5,499

商品及び製品 3,227 3,344

仕掛品 276 252

原材料及び貯蔵品 1,844 2,112

その他 341 302

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 43,602 43,486

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 11,053 11,146

減価償却累計額 △5,318 △5,561

建物及び構築物（純額） 5,734 5,584

機械装置及び運搬具 3,698 3,826

減価償却累計額 △2,569 △2,746

機械装置及び運搬具（純額） 1,128 1,080

工具、器具及び備品 6,791 6,866

減価償却累計額 △6,191 △6,332

工具、器具及び備品（純額） 599 533

土地 3,684 3,686

リース資産 1,716 1,721

減価償却累計額 △583 △630

リース資産（純額） 1,133 1,091

建設仮勘定 210 243

有形固定資産合計 12,492 12,219

無形固定資産   

その他 485 606

無形固定資産合計 485 606

投資その他の資産   

投資有価証券 3,540 3,064

長期貸付金 60 55

繰延税金資産 1,168 1,312

その他 488 414

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 5,241 4,831

固定資産合計 18,218 17,657

資産合計 61,821 61,144
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 751 1,084

リース債務 205 198

未払法人税等 1,651 173

賞与引当金 629 309

役員賞与引当金 20 14

その他 1,550 1,531

流動負債合計 4,807 3,311

固定負債   

リース債務 923 888

退職給付に係る負債 2,545 2,587

役員退職慰労引当金 383 261

資産除去債務 11 11

その他 341 333

固定負債合計 4,205 4,082

負債合計 9,013 7,394

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,850 1,850

資本剰余金 1,924 1,924

利益剰余金 48,805 50,157

自己株式 △918 △918

株主資本合計 51,661 53,012

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,138 794

為替換算調整勘定 23 △36

退職給付に係る調整累計額 △23 △27

その他の包括利益累計額合計 1,139 729

非支配株主持分 7 7

純資産合計 52,807 53,750

負債純資産合計 61,821 61,144
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 21,041 21,868

売上原価 10,171 10,606

売上総利益 10,869 11,262

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,750 1,770

賞与引当金繰入額 174 178

退職給付費用 125 117

役員退職慰労引当金繰入額 27 26

販売促進費 663 747

研究開発費 572 669

その他 3,372 3,515

販売費及び一般管理費合計 6,686 7,027

営業利益 4,182 4,235

営業外収益   

受取利息 23 30

受取配当金 51 59

為替差益 6 -

受取家賃 24 24

その他 36 51

営業外収益合計 141 164

営業外費用   

売上割引 78 80

為替差損 - 64

その他 9 16

営業外費用合計 87 162

経常利益 4,237 4,238

特別利益   

固定資産売却益 98 -

特別利益合計 98 -

特別損失   

固定資産売却損 57 -

特別損失合計 57 -

税金等調整前四半期純利益 4,278 4,238

法人税等 1,334 1,281

四半期純利益 2,943 2,956

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,943 2,956
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 2,943 2,956

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 467 △344

為替換算調整勘定 127 △60

退職給付に係る調整額 12 △4

その他の包括利益合計 608 △409

四半期包括利益 3,551 2,547

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,551 2,547

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 393百万円 387百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。  

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日）

減価償却費 820百万円 927百万円

 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日

定時株主総会
普通株式 552 26.0 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金

平成29年11月７日

取締役会
普通株式 637 30.0 平成29年９月30日 平成29年12月７日 利益剰余金

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月20日

定時株主総会
普通株式 871 41.0 平成30年３月31日 平成30年６月21日 利益剰余金

平成30年11月６日

取締役会
普通株式 733 34.5 平成30年９月30日 平成30年12月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 迅速流体継手 機械工具
リニア駆動
ポンプ

建築機器

売上高      

外部顧客への売上高 9,089 6,990 3,292 1,668 21,041

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 9,089 6,990 3,292 1,668 21,041

セグメント利益 2,465 938 522 256 4,182

　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 迅速流体継手 機械工具
リニア駆動
ポンプ

建築機器

売上高      

外部顧客への売上高 9,674 7,157 3,271 1,764 21,868

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 9,674 7,157 3,271 1,764 21,868

セグメント利益 2,681 997 322 233 4,235

　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 138円51銭 139円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
2,943 2,956

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
2,943 2,956

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,247 21,247

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成30年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………733百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………34.5円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年12月６日

　（注）　平成30年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月６日

日東工器株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉村　基　　 　印

 

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 照内　貴　　 　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東工器株式会
社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成
30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東工器株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

日東工器株式会社(E01509)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

